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脱水・燃焼・発電を全体最適化した
革新的下水汚泥エネルギー転換システム
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実証研究の概要

脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚泥
エネルギー転換システムの技術実証研究

研究名：

池田市下水処理場（大阪府池田市）サイト：

本研究は，国土交通省B-DASHプロジェクトに採択され，
国総研からの受託研究として実施したものである。

約25 t－脱水汚泥/日（全量処理可能）規 模：
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平成２５年度、平成２６年度期 間：
実証設備の建設、委託研究、ガイドラインの作成

平成２７年度～
自主研究を継続

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まずは実証研究の概要からです。
ー
実証設備の規模ですが、池田市様の既存設備と同じ日量25tの規模で、池田市で発生する汚泥を全量処理できる設備となっています。
本設備は実証設備ではありますが、池田市様では実設備として扱って頂いていまして、
古くなった旧設備は来年度撤去される予定で、本実証設備をこんご汚泥処理に活用していかれることになります。



コンセプト（目指すところ）
脱水・燃焼・発電のそれぞれの高度化／高効率化

設備間のトレードオフの解消（全体最適）

１）低含水脱水設備・・・・・・含水率のコントロール

２）低空気比省エネ燃焼設備・・燃料ゼロ／空気比＜1.3

３）高効率排熱発電設備・・・・潜熱も回収／ ｵﾌﾗｲﾝ型

個別の省コスト・省エネルギー ≠ 全体の最適解
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
コンセプトが２つあります。①と②です。
①本システムは、３つの設備から構成されています。
　後程、設備毎に詳細説明致しますが、3つの設備はそれぞれ。。。
②そのまま読む
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排水（設定含水率に調整） （完全燃焼の確保） （発電量の最大化）脱水 燃焼 発電

フィードバックが
できる仕組み

連携機能：後段からの追加的情報を得る仕組み

最適化機能：各設備のトレードオフを調整する仕組み
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全体の
最適運転ポイント 含水率を下げすぎると電力・薬品が過剰

自燃化以降はあまり費用改善効果なし

定格以上の熱量は発電に寄与しない

連携・最適化について

4高 低

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
●最適化機能
例として、脱水機で製造する脱水ケーキの含水率を変化させる場合のシステムの運転コストを示したものがこちらのグラフです。
・・・
含水率が高すぎても、低すぎても、コストは高くなってしまう。
一番安価に運転できるポイントがあって、（これはその時々の汚泥性状等によっても異なる）
常に最適なポイントで運転できるよう、設備の運転条件を導く、機能が、最適化機能。
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H25-26年度（B-DASH実証事業）
国土技術政策総合研究所からの委託研究を実施
実証研究の結果から、平成27年9月に国土技術政策総合研究所が導入ガイドラインを策定

H27年度～（自主研究）
池田市の規模での維持管理費の削減効果や低負荷時でも高い導入効果を確認。

4.実証試験結果（まとめ）

脱水汚泥処理量100t/d(含水率76％), ３設備一括導入時の導入効果試算例

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
平成２５年度、２６年度については、
国土技術政策総合研究所の委託研究にて実施しました。
実証研究の結果から、100t炉換算ではございますが、従来にくらべて、ライフサイクルコストが約３１％低減、エネルギー消費量が約７７％低減、温室効果ガス排出量が約６５％低減し平成27年9月に導入ガイドラインを策定されました。

平成27年度からの自主研究では、池田市の規模での維持管理費の削減効果や低負荷時でも高い導入効果を確認した。

ライフサイクルコスト低減効果の内訳（建設費：22％減、維持管理費：43%減）
※ただし、維持管理費低減効果は、人件費、灰処分費、補修費なども含めた効果



投資の平準化と効果を前倒しにて享受可能
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段階的導入（例）
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委託研究開始からこれまでの経緯
H25年度
(2013)

H26年度
(2014)

H27年度
(2015)

H28年度
(2016)

H29年度
(2017)

H30年度
(2018)

国土技術政策総合
研究所 委託研究

自主研究
(１年目)

自主研究
(２年目)

自主研究
(３年目～)

下水道研究発表会

実証設備建設
実証

実証
性能評価

ガイドライン発行

・負荷変動時における性能評価
・維持管理費低減効果について

・低負荷連続運転と間欠運転の評価

・汚泥発生量低減への
対応方法の検討
負荷率50％ 自燃･低空気比

最優秀賞
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ご清聴ありがとうございました

交付金対象要件
本システムは、焼却炉の設置・改築について
交付金対象要件の性能指標(廃熱回収率40％以上
かつ消費電力削減率が20％以上)を満足
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